
「茨城大学の法律経済学科についてもっと知りたい！」

そんな皆さんの質問にお答えします！

教員の教育・研究活動や国際・地域連携活動の詳細については、大学説明会などでお尋ねください。

学科のウェブサイトも訪問してください！ http://www.hum.ibaraki.ac.jp/law-economics/index.htm

茨城大学 人文社会科学部 法律経済学科

Q. 法律経済学科の先⽣は、
どのような教育や研究をしているの︖

A. 法学や経済学などの専門分野を活かし、
グローカルに活動しています︕

法学や経済学というと、堅苦しいというか、馴染みにくいというか、難しそうな感じがします。また、法学や経済学を学ぶというと、現実離れして
いるというか、学問のための学問をしているというか、社会とのつながりをあまり感じないような気がします。しかし、法学であれ、経済学であれ、
基礎からしっかりと積み上げていけば、それほど難しいものではありません。また、それらは、最終的には「より良い社会」の実現に関わるもの
です。法律経済学科の26人の教員は、日頃から、それらのことを意識しつつ、授業をしたり調査をしたりしています。
そこで、法律経済学科の教員の様々な教育・研究の中から、2人の教員の活動についてご紹介しましょう。それを通じて、皆さんに、法学、経
済学、あるいは関連する専門分野がどのようなものなのかについて、想像を働かせていただきたいと思います。またそれらが、どのようにグ
ローカル（国際的・地域的）な広がりを持つかについて、具体的なイメージを持っていただきたいと思います。

◆ グローバルな教育・研究活動 「私たちの衣服はアジアの国からどのように来たの？」： 長田華子先生（経済学）

◆ ローカルな教育・研究活動 「どのようにすれば障害のある人たちと地域をつなげられるの？ 」： 土屋和子先生（法学）

皆さんは、ご自身が身に着けている衣服がどこで生産されているか、知っていますか？（知らな
い方はぜひ、洋服のタグを見てください。）その多くは、中国やベトナム、インドネシア、バングラデ
シュなどアジアの国々で生産されています。私は、アジア諸国の工業化、特に南アジア（バングラ

デシュとインド）の繊維、縫製（衣服）産業について研究しています。バングラデシュやインドは、豊
富な低賃金労働力と手先の「器用さ」などに競争力を有しており、日系企業を含む外資系企業に
とって、重要な衣服の委託生産先となっています。縫製（衣服）産業の発展は、経済成長や貧困
削減に寄与し、新たな労働力（特に、女性）を創出しています。しかしその一方で、過酷な労働環
境や人権など様々な問題を生み出しています。私は、バングラデシュやインドでの調査を通じて、

縫製（衣服）工場の実態や労働力の特徴、労働者の家族関係などを研究しています。加えて、最
近では、日本国内（東北地方）の縫製産業の実態にも関心を持ちながら、外国人労働者の受け入
れとの関連で、研究を進めています。

法律経済学科には、単に海外に長期留学するだけでなく、外国の大学で学位を取得したり、教壇に立つ経験を持っていたりする教員がたく

さんいます。それらの教員は、自分の専門分野の考え方や知識だけではなく、語学力をも活かして、アメリカの金融の研究、フランスの労働法
制の研究、韓国の地方自治の研究、国際的なNGOの研究など、グローバルな教育・研究活動をしています。皆さんも、それらの教員や授業を
窓口にして、海外への扉を開いてみませんか？

私が担当する社会保障法ゼミナールでは、社会保障法の基礎知識を丁寧に学ぶことから始

めて、その知識が実際の法制度や利用者と結び付けられ、最終的には、社会保障・社会福祉
が根ざした地域づくりを構想することを目指しています。そのために、2012年度から「障害のあ
る人への就労支援プロジェクト」を立上げ、PBL手法の活動を行っています。例えば、①障害者

雇用に積極的な企業・福祉施設等を取材した動画やパネルの制作・公開、②茨苑祭（大学祭）
における障害のある人たちとの共同出店、③障害のある青年たちとの交流（茨大ツアー・イオン
買物ツアー等）、④水戸葵ライオンズクラブ定例会での活動報告などに取り組んできました。こ
れらの活動を通じて学外のたくさんの人たちとつながることができ、2016年度からは「君とチャレ

ンジ～障害のある人の社会参加支援プロジェクト～」に発展させ、地域の人たちと障害のある
人たちとの気軽な交流の場をつくる地域づくりの活動をしています。

茨城大学では、全学的に地域連携活動に力を入れています。そのため、法律経済学科の教員も、地元の自治体と連携して、食品の地域ブ

ランドの保護、空き家対策、子どもの貧困対策、ベンチャー企業の創出、一人暮らしの高齢者の見守りなどに取り組んでいます。また、人文社
会科学部の共通プログラムである「人文社会科学部地域志向教育プログラム」など、学生がローカルな視点で学習する機会を充実させていま
す。皆さんも、それらの教員や授業をきっかけに、地域づくりに取り組んでみませんか？


